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１ 事業方式検討の目的 

新たな事業方式 

平成１１年９月 

「民間資金等の活用による公共施設
等の整備等の促進に関する法律」 

（ＰＦＩ法）の施行 

近年、一般廃棄物処理施設におい
ても、ＰＦＩ手法をはじめ、多様
な事業方式の導入事例が見られる。 
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新たな事業方式の特徴 

従来の公設公営と比較し、 

・事業を包括的に民間へ委ねる 

・長期的な契約 

・リスクの適切な分担 

などの特徴があります。 

※ なお、今回の検討ではＰＦＩ手法と厳密 

  にはこれに含まれないＤＢＯ方式を合わ 

  せて、「ＰＦＩ的手法」と表記します。 

事業方式検討の目的 

 新施設の整備から稼働後の運転
管理や維持補修までを見据えた中
で、ごみ処理事業という公共サー
ビスを良質かつ低コストで市民に
提供していくため、事業方式の検
討を行う。 

良質かつ低コストな 

公共サービスを提供 
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２ ＰＦＩ的手法について 

従来手法とＰＦＩ的手法の違い① 

従来手法 ＰＦＩ的手法 

契約は、設計・建
設、維持管理等の
業務ごとに分割さ
れる。 

（分割発注） 

１つの事業契約に、
設計・建設、維持
管理等の複数の業
務が含まれる。 

（一括発注） 

契約形態 
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従来手法とＰＦＩ的手法の違い② 

従来手法 ＰＦＩ的手法 

公共側が事前に仕
様（方法）を定め
て発注し、民間側
はその仕様に沿っ
て業務を実施する。 

公共側は達成され
る水準を規定し、
その達成方法につ
いては、民間側の
自由裁量に任せる。 

 

発注形態 

従来手法とＰＦＩ的手法の違い③ 

従来手法 ＰＦＩ的手法 

１年以内の運営期
間。 

（単年度契約） 

当初定めた複数年
での運営期間。一
般廃棄物施設の場
合は１５～２０年
が多い。 

（長期契約） 

維持管理運営期間 
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従来手法とＰＦＩ的手法の違い④ 

従来手法 ＰＦＩ的手法 

施設整備期間中に、
その進捗状況に合
わせて支払う方法
と、完了後に一括
で支払う方法があ
る。 

施設稼働後に一括
して支払う方法と、
当初規定した金額
を事業期間にわ
たって分割して支
払う方法がある。 

施設整備費の支払い 

従来手法とＰＦＩ的手法の違い⑤ 

従来手法 ＰＦＩ的手法 

業務ごとに設計・
建設会社、維持管
理会社等の民間企
業が受注する。 

事業内容に応じて
業務を実施する会
社でＳＰＣ等を組
織する。 

民間側の企業形態 

ＳＰＣ：特別目的会社（Special Purpose Company） 
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○長期契約による 

 コスト削減 

 

○性能発注による 

 コスト削減 

 

○分割払いによる 

 業務履行へのイ 

 ンセンティブ 

ＰＦＩ的手法のメリット・デメリット 

メリット  

 

▲長期契約による 

 硬直性 

 

▲性能発注による 

 負担 

 

▲業務監視の負担 

 

デメリット 

事業方式の概要（ＤＢＯ） 

設計 建設 
運転、 

維持管理 
解体 

業務 民間 
市 

（公共） 

所有権 市（公共） 

資金 

調達 
市（公共） 

ＤＢＯ：Ｄｅｓｉｇｎ Ｂｕｉｌｄ Ｏｐｅｒａｔｅ 
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事業方式の概要（ＢＴＯ） 

設計 建設 
運転、 

維持管理 
解体 

業務 民間 
市 

（公共） 

所有権 民間 市（公共） 

資金 

調達 
民間 

ＢＴＯ：Ｂｕｉｌｄ Ｔｒａｎｓｆｅｒ Ｏｐｅｒａｔｅ 

事業方式の概要（ＢＯＴ） 

設計 建設 
運転、 

維持管理 
解体 

業務 民間 
市 

（公共） 

所有権 民間 
市 

（公共） 

資金 

調達 
民間 

ＢＯＴ：Ｂｕｉｌｄ Ｏｐｅｒａｔｅ Ｔｒａｎｓｆｅｒ  
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事業方式の概要（ＢＯＯ） 

設計 建設 
運転、 

維持管理 
解体 

業務 民間 

所有権 民間 

資金 

調達 
民間 

ＢＯＯ：Ｂｕｉｌｄ Ｏｗｎ Ｏｐｅｒａｔｅ  

３ ＰＦＩ的手法の 

  適用可能性検討に 

  向けた前提条件 
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前提条件の整理 

・事業方式としてＰＦＩ的手法と従 

 来方式のどちらを適用するか。 

・ＰＦＩ的手法を適用する場合、前 

 項で示した４つの方式のうち、ど 

 れを採用するか。 

事業方式の比較、検討を行うにあ
たっての前提条件を整理。 

事業範囲の設定① 
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事業範囲の設定② 

・焼却施設 

・リサイクル施設 

検討の対象。 

・余熱利用施設（温水プール） 

事業範囲に含めることについ
て、後述の意向調査で意見を
聴取し、検討。 

発注方式の検討① 

現在の配置計画等では、焼却施設及
びリサイクル施設の工事が長期に亘
ることが予想される。 

年度 Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ Ｈ３３ Ｈ３４ Ｈ３５ Ｈ３６ 

焼却 

施設 

リサイ
クル 

施設 

建設 設計 

設計 建設 

清掃プラント 

解体 
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発注方式の検討② 

 工事期間が長期に亘ることから、
事業を取り巻く環境に変化が生じる
可能性がある。 

焼却施設とリサイクル施設の発注
を一括して行う案と分離して行う
案を検討。 

発注方式のメリット・デメリット① 

発注業務 

分離発注 一括発注 

▲事業者選定、発 

 注手続きが２回 

 に分かれる。 

▲両施設の受注業 

 者が異なり、連 

 携が図りにくい 

 場合がある。 

○事業者選定、発 

 注手続きが１回 

 で済む。 

○両施設が一括発 

 注されているた 

 め、連携が図り 

 やすい。 
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発注方式のメリット・デメリット② 

業務範囲 

分離発注 一括発注 

▲責任範囲を明確 

 にしなければな 

 らない。 

▲スケールメリッ 

 ト（コストの縮 

 減等）が得られ 

 にくい。 

○責任範囲が明確 

 になっている。 

 

○スケールメリッ 

 トが得られやす 

 い。 

発注方式のメリット・デメリット③ 

設計・建設 

分離発注 一括発注 

▲両施設で設計・ 

 建設を別に行う 

 ため、効率化が 

 促進できない。 

○両施設で設計・ 

 建設を継続して 

 行うため、効率 

 化が促進される。 
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発注方式のメリット・デメリット④ 

運転・維持管理 

分離発注 一括発注 

▲人材の共有や資 

 材調達の効率化 

 等が図れない。 

▲トラブル等が生 

 じた際の責任の 

 所在が不明確に 

 なる恐れがある。 

○人材の共有や資 

 材の調達等効率 

 化の促進が可能。 

発注方式のメリット・デメリット⑤ 

事業期間 

分離発注 一括発注 

○個々の事業につ 

 いては事業期間 

 が短期間となり、 

 様々なリスクの 

 分散が期待でき 

 る。 

▲事業期間が長期 

 間となることか 

 ら、リスクの予 

 見が困難となり、 

 リスクの増大に 

 繋がる可能性が 

 ある。 
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発注方式のメリット・デメリット⑥ 

予算措置 

分離発注 一括発注 

○個々に予算を措 

 置するため、財 

 源の確保が困難 

 な場合に後発事 

 業の事業年度を 

 先送りすること 

 が可能。 

▲両施設の整備事 

 業が連続的に実 

 施されるため、 

 発注時に事業期 

 間内の予算が担 

 保される。 

官民のリスク分担 

 事業期間が長期に亘るため、予見
されるリスクの分担を明らかにする。 

市のリスク 事業者のリスク 

・地元住民への対応 

・不可抗力リスク 

 （自然災害等） 

・用地リスク 

       他 

・金利変動リスク 

・不注意の事故等に 

 よる施設損傷 

・性能未達リスク 

       他 

リスク分担（案）： 



2015/1/28 

16 

維持管理運営期間① 

 施設稼働後の維持管理運営期間の
検討に際し、留意する点は以下のと
おり。 

 ・施設の耐用年数 

 ・ごみの処理量、質の変動リスク 

 ・技術革新による技術の陳腐化 

 ・金利変動リスク 

維持管理運営期間② 

・他自治体では、設備の大規模改修 

 が必要となる時期を念頭に、１５ 

 年又は２０年としている例が多い。 

・交付金の要件等から、国は施設の 

 長寿命化を推進している。 

事業期間は２０年とする。 
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４ 民間事業者意向調査 

調査の目的 

 民間事業者の課題やコストに対す

る認識を把握することを目的として、

プラントメーカーに対してアンケー

トによる意向調査を実施。 
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調査内容① 

・ＰＦＩ的手法への対応可能性 

・ＰＦＩ的手法での参加意向等 

・適切と考える事業方式 

・特別目的会社（ＳＰＣ）の 

 必要性 

事業への参加の意向 

調査内容② 

・従来手法の場合とＰＦＩ的手法 

 の場合の事業費 

・最適と考える維持管理運営期間 

事業費、事業期間 

・発電効率（１５％、１９％）別 

 の発電量、収支等 

・発電（売電）の課題 

発電 
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調査内容③ 

・余熱利用施設について 

・リスク分担 

・その他本事業への意見 

その他 

５ 次回検討委員会での 

  検討事項 
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次回検討委員会での検討事項 

 今回お諮りした前提条件及び今後

実施予定の民間事業者意向調査の結

果を踏まえ、本事業において採用す

る事業方式を決定します。  


